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はじめに

中小企業家同友会が実施する『同友会景況調

査DOR』 以下「DOR景況調査」と略すーの

調査票の形式と調査質問項目は次のようである。

冒頭の会社名，都道府県名，仕事の内容といっ

たいわゆるフェースシート（基本属性）記入欄

に続き，基本質問項目群が設けられている。質

問順に， 「売上・採算」， 「（業種別）生産，工

事，在庫，稼働状況」， 「生産性」， 「（仕入，

Jl反売）価格」， 「労働」， 「設備投資」， 「資金

面」， 「経営上の問題点」， 「業況判断」， 「経

営上の力点」に関わる項目が並べられ，対象企

業は「増加，横ばい，減少」あるいは「上昇，

横ばい，下降」といった方向や難度に関する 3

ないし 5程度用意された回答肢から該当するも

のを選び回答する。いわゆる選択肢方式の自計

式調査（回収時郵送）である。国もしくは公的

機関で実施される同種の景況統計も概ね同様の

形式で実施されており，調査票および質問項目

においても共通する点が多い。り

ところでこれらの質問項目のうち，マクロ経

済の景気判断の指標としてとりわけ重視される

のが「業況判断」に関わる質問項目である。こ

の回答結果を基礎に「業況判断DI」が作成さ

れ，主要な景気判断指標のーっとして利用に供

されている。2）したがって調査法上は業況判断

DI作成が景況調査の基本目的ともいえ，上述

のように企業経営の個別側面を多面的に質問し

た後，最後に「業況」という言葉で経営状態を

総合的に問う質問文の配置は，この意味で理に

かなっている。しかしながら「業況」という言

葉のl慶昧さや意識調査がもっ判断の「主観的」

側面は，業況判断DI指標を基礎データの側面

から積極的に意義付けることを困難にしてい

る。 3）したがって景況調査の有効性は他の景気

指標との一致，不一致といった経験的側面だけ

を拠り所とする傾向にある。叫

本稿の謀題は， DOR景況調査の個栗データ

を手がかりに「業況判断I」項目のクロスセクシ

ョナルな構造を分析することにある。 5）従来で

あれば，業況判断DIや回答比率の時系列特性

に注目して，他の変数との時系列相関を分析す

るという接近法に頼らざるをえなかったが，個

票データの利用によって景況調査のクロスセク

ショナルな構造を直接抽出することが可能とな

った。 6）データとしては1990年第 l四半期から

1995年第 4四半期まで（バブル崩壊後の景気悪

化局面を含む） 24期分計23896サンプルの個票

データが利用できる。また業況判断については，

回答企業である「賞社の業況」に関する「好転，

不変，悪化」の判断が， 「前期比」， 「前年同

期比」，および「次期見通し」という 3種の判

断レベルで一貫して調査されている。本分析に

より中小企業クラスにおける業況判断の「主観

性」の内実を明確にする手掛かりを得ることが

できるであろう。なお分析にあたっては，業況

判断DI指標の補完指標的な機能をもっ「売上

高」， 「採算（経常利益）」についても「業況」

判断と併行，比較しながら検討する。 また分析

に用いた質問項目は調査開始以来共通して設け

られているものだけに限定している。7)
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表 l DOR景況調査の回答企業の分布（%）

業種 分類

建設業製造業流商通業 サービス NA 

90年 I 16. 2 40.2 32.5 10. 4 0. 6 
日 15. 7 39.0 33.0 10.8 1. 6 

皿 14. 1 39.8 33.4 10.8 2.0 

IV 16. 2 39.5 31. 1 11. 5 1. 6 

小計 15.5 39.6 32.5 10.9 1. 4 
91年 I 16. 0 39. 7 31. 7 11. 3 1. 4 

日 16. 2 39.9 31. 1 11. 6 1. 2 
皿 17. 2 40. 7 29.5 11. 9 0.8 
IV 16. 6 40.4 30.8 10.9 1. 3 

小計 16. 5 40.2 30. 7 11. 5 .J.. 1 
92年 I 16.8 40. 1 31. 1 10.3 1. 8 

II 18. 0 38.0 31. 5 11. 6 0.9 
皿 18. 3 38.0 31. 6 12. 2 0. 0 
IV 18. 0 37.5 29. 1 10.3 5. 1 

小計 17.8 38.4 30.8 11. 1 1. 9 
93年 I 17. 6 39.0 31. 7 11. 1 0. 6 

II 17. 5 37. 2 32. 5 12.5 0. 3 
回 18. 3 37.9 31. 3 12.3 0. 2 
IV 16. 5 38.5 31. 3 13.4 0. 4 

小計 17. 5 38. 1 31. 7 12. 3 0.4 
例年 I 18. 3 37. 1 30. 7 12.4 1. 5 

日 20. 0 36. 1 30. 0 13. 3 0.5 
m 18.4 36. 7 31. 3 12.5 1. 1 
IV 18. 2 36. 1 30. 2 13.5 2. 0 

小宮十 18. 6 36.6 30. 6 12.9 1. 3 
何年 I 17. 2 38. 1 29. 6 13.4 1. 7 

日 18.4 34.9 30.0 13. 6 3. 2 

皿 18. 2 35. 6 30. 7 12.4 3. 2 
IV 19. 6 35.3 31. 6 11. 3 2. 1 

小計 18. 3 36.0 30.5 12. 7 2. 5 

全体計 17. 4 38. 2 31. 2 11. 9 1. 4 

DOR景況調査のサンプル特性と 基本指

標系列

分析に先立って，ここではDOR景況調査の

回答企業のサンプル特性を検討し，さらに分析

の対象項目である「売上高」， 「採算」および

「業況」に関する回答結果（集計値）の時系列

特性を概観しておこう。

表 1には調査開始時の1990年第 1四半期から

1995年第 4四半期までの回答企業の業種別，地

域別および従業員規模別の構成比の推移を整理

した。業種別には「製造業」， 「流通・商業」の

ウェイトが高〈 ，2つの業種で全体の 7割程度

を占めている。地域別には「北陸 ・中部」地域

が2割を占め，次いで「関東J, 「近畿」， 「北

地域分 類

北海道 関東 北陸
近 畿

中国 九州
NA 

東北 中部 四国 沖縄

17.3 18. 2 21. 3 17. 3 13.9 12. 1 0.0 
17. 7 18.8 19. 7 17. 7 13.9 12. 0 0. 1 

18.4 17. 7 19.4 19. 0 13.3 11. 9 0.3 
18.4 18. 2 19.0 17.4 14. 1 12. 5 0. 4 
17.9 18. 2 19.9 17.9 13.8 12. 1 o. 2 
18. 9 19.0 18.8 17. 2 13.5 12. 4 0. 1 
17.9 17.4 19.9 18. 6 13.9 12. 3 0. 1 
18.3 16. 7 20.5 18. 2 13.6 12.4 0.4 
18. 7 18.6 20. 2 20. 2 11. 6 10. 7 0.0 
18.4 17.9 19.8 18. 5 13.2 12.0 0. 2 
18.8 19. 7 21. 0 15. 6 12.8 12. 1 0. 1 
17.4 18. 1 19. 3 19. 6 12. 3 13. 3 0. 1 
17. 3 17.8 19. 2 19. 0 11. 2 15. 4 0.0 
16目 4 18.3 20.9 16. 3 11. 4 12.0 4.8 
17.4 18.4 20. 1 17. 7 11. 9 13.2 1. 2 
17. 0 18. 7 21. 0 18. 7 11. 6 13. 1 0.0 
16.4 20.3 18. 5 18. 0 12.4 14.3 0.0 
16. 6 18. 7 20. 3 18.8 11. 9 13.8 0. 1 
16.9 17.4 20.8 18. 6 12.4 14. 0 0.0 
16. 7 18.8 20. 1 18. 5 12.0 13. 7 0.0 
16.4 18. 2 20. 6 20. 5 12. 0 12. 3 0. 1 
17目 7 17. 6 21. 8 19. 5 11. 4 12.0 0.0 
17. 1 18.4 20. 7 18. 7 13. 6 11. 4 0. 2 
17. 6 18. 3 18. 1 18. 5 13.9 11. 9 1. 7 
17. 1 18. 1 20. 2 19. 3 12.8 11. 9 0.5 
15. 7 18. 5 18. 5 19. 7 13.4 13.0 1. 0 
16.5 18.0 19.4 19. 0 12.8 14. 0 0.3 
17.4 19.0 19. 5 18. 6 11. 8 13.3 0.3 
15.6 18. 1 19.4 20. 5 12. 6 12.6 1. 1 
16.3 18.4 19. 2 19. 4 12. 7 13.3 0. 7 
17.3 18. 3 19.9 18. 5 12目 7 12目 7 0.5 

海道」と続いている。全国的な事業所数の分布

と比較するならば， DOR景況調査ではサービ

ス業のウェイ トが低〈製造業のウェイ トが逆に

高い。また中小企業事業所が集中する関東，近

畿圏の割合が低〈 ，その分他の地域，とりわけ

「北海道 ・東北」 地域の比重が大きいことを特

徴としている。従業員規模別の分布は，従業者

数「50人未満」の企業だけで7割にも達してい

る。これは，小規模企業の景況感を捉える他統

計に類を見ないDOR景況調査の特質といえる。

ところでこれらの属性について，各調査時点

における構成比の時間的推移をみると，若干の

変動はあるものの 6年間24四半期間を通して，

顕著な構成比の変化はみられない。すなわち時

系列的には業種別， 地域別， および規模別分布
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規模 別分 類 回答

0 20人 20-50 50 100 100人 NA 
企業数

未満 以上 （実数）

35.6 32.9 17. 0 8.9 5. 6 1024 

35.4 35.4 17. 7 9. 2 2. 3 919 

37.2 33.9 17.8 8.6 2.5 973 

33.6 36. 7 17. 7 8.9 3. 1 851 

35.5 34.6 17.5 8.9 3.4 3767 

35. 5 35.3 17.9 9.0 2. 3 957 

35.5 36. 6 16.9 9. 3 1. 8 1068 

33.8 37. 2 17. 1 10. 6 1. 3 1035 

32.2 37.0 17.8 10. 7 2.3 861 

34.3 36.5 17.4 9.9 1. 9 3921 

35. 7 34. 1 17. 2 11. 1 2. 0 1001 

31. 8 37. 7 18.8 10. 5 1. 3 1118 
32. 5 36. 6 18. 2 11. 2 1. 6 1067 
31. 0 35. 7 16.8 9.9 6. 7 1021 
32. 7 36. 0 17.8 10. 6 2.9 4207 
32.8 36.9 17.4 11. 0 1. 9 1202 
34.3 34. 6 17.9 10. 7 2. 5 1143 
34.0 36.9 17.8 10. 5 0.8 1120 
35.3 34.8 18.5 9.5 1. 9 1068 

34. 1 35.8 17.9 10. 4 1. 8 4533 
34.8 36. 7 17. 1 9.3 2. 1 1070 
33.0 36.0 18.5 10.8 1. 6 739 

31. 4 37. 7 18. 6 9. 6 2. 7 1008 

31. 3 36.4 18.5 10. 2 3. 6 947 
32. 7 36.8 18. 1 9.9 2.6 3764 
32.8 35.9 18. 2 8.9 4. 2 960 
30.9 38.6 18. 1 9.0 3.4 944 

31. 7 36.8 18.9 9. 0 3. 6 914 

34.8 35.3 17.9 8. 7 3:3 886 

32.5 36. 7 18. 3 8.9 3.6 3704 
33. 6 36. 1 17.8 9.8 2.6 23896 

に関してサンプル構成比に大きな変化はみられ

ない。この｜浪りで，回答企業の分布は四半期デ

ータを年次，もしくは全期間でプールして分析

する可能性を与えている。なお各調査H寺点での

回答企業数（実数）の推移をみると，毎期平均

1000サンフ。ル前後の回答数で、あるが，パブール崩

壊後の不況H寺（とりわけ92年と93年）に増加し，

その後最近は減少し調査開始時点の水準に戻っ

ている。全期間の時系列プールデータを利用す

る場合，サンプル期間としてバブル崩壊後の景

気悪化局面のウェイトが高いことに留意する必

要があろう 。B)

きて本稿の関心事である業況，売上高，およ

び採算に関する質問項目の集計値の時間的推移

をみておこう。図 1は， 3つの質問項目の回答

比率（例えは＼ 業況については各期の「好転」，

「不変」， 「悪化」の回答比率）を時系列プロ

ットしたものである。図中のなめらかな曲線

（実線）は対応する回答比率の多項式 トレ ンド

（推定値）である。

まず図を縦に比較すると，前期比，前年同期

比，あるいは次期見通しレベルでの「業況」，

「売上高」，および「採算」に関する系列聞の

変化の異同がわかる。 「好転」（あるいは「増

加」）と「悪化」 （あるいは「減少」）の比率に

だけ注目すると， トレンドで明らかなように，

上昇や下降といった変化は 3系列とも同一基調

で推移している。しかしながら，水準，速度，

J辰｜｜穏，転換の時期など程度の差はあれ異なって

いるのも事実である。これら 3系列は同ーの景

気局面を反映しながら，それぞれ他の系列には

すべて還元できない特有の要因や側面を有して

いると考えられる。とくに「業況」系列の動き

に関しては売上や採算といった要因ではすべて

説明できない固有の判断形式が背後にあること

を示唆している。

さらに図 1を横に比較すれば， 「前期比」，

「前年同期比」， 「次期見通し」といった同一

系列内部での判断レベルの違いも明確に看取で

きる。 換言すれば，回答企業の担当記入者はこ

れらの異なる判断レベルの違いを少なくとも意

識し理解した上で回答しているといえる。と

くに トレ ンドまわりの変動をみると，前年同期

比での判断においては，そのばらつきが小さし

結果的には季節変動が除去された形の判断であ

る点が注目きれる。総合的にみると， 「業況」

判断は他の系列と強い関連を持ちながらも，そ

れらに一意に還元できない独特の判断形式で、あ

り，その内部でも前期比，前年同期比，次期見

通しといった判断レベルにおいてそれぞれ異な

る変動ノマターンを示している。

2 業況判断の質問間関連度

売上高，採算，および業況判断は，他の質問

項目のうちどの項目と関連をもっているのか，
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図 ｜ 基本指標系列の時系列変化
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またどの程度強〈 （弱〈）関連しているのであ

ろうか。ここて

て項目間の関連度を検討する。カテゴリカルな

データについて質問項目聞の関連を測定する統

計尺度はさまざまあるが，本稿では情報量規準

AICを採用し，解析プログラムCATDAP-01,

02により分析を行なった。9)

表 2はプログラムCATDAP-01の出力結果
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を整理したものである。データは四半期データ

を各年毎にプールしたものを用いた。例えば，

表側の 「売上高（前年同期比）」の行と表頭の

「採算（前年同期比）」の列の交差するブロッ

クでは，左から90年における両質問聞のクロス

表の関連度の強きが，隣には91年のそれが，と

いうように95年までマークされている。マーク

はc，0，ム， の順に 2つの質問聞の関連が
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強いことを意味し，空白（ノーマーク）のセル

は， AICの観点から 2つの変数（質問）が互い

に独立で、あり，無関係であることを意味する。

したがって何らかのマークが付されている限り ，

強弱に差はあるものの統計的には有意である

（関連がある）ことを示す。したがっていまの

「売上高」と「採算」の例では， 6年間すべて

＠がマークきれており，どの年次においても両

者は非常に強い関連があることを表している。

全期間のプールデータから作成したクロス表

（表 3）でその様子をみると，売上高が「増

加」したと回答したグループのうち約 6割近く

が採算「好転」と答え，逆に売上高が「減少」

したという回答企業のうち 8割が採算「悪化」

と答えている。採算の好転や悪化の状況を識別

するさいに，売上高の増加，減少といったデー

タが有用な情報を含んでいることがわかる。

すぐに見てとれるように，表2のほとんどす

べてのセルは一自分自身との交点は除き 一何ら

かのマークが付きれており ，空白のセルはキ希で

ある。売上高，採算，業況に対して，リストに

掲げたすべての変数（質問）が程度の差はあれ

何らかの統計的に有意な関連をもっていること

がわかる。とりわけ対象と したすべての目的変

数に対して，共通して最も強い関連を示す変数

群には， 「売上高」， 「採算」， 「業況」といっ

た項目があり ，その他にも「一人当たり売上高

（前年同期 比）」 ， 「一人当たり付加価値

（同）」が強い関連を示している。 10)

目的変数別に比較すると， 「売上高」と「採

算」がほほ

り，他の質問項目に対して同じような連関構造

を維持していることが推測できる。これに対し

て「業況」は， 「売上高」や「採算」とは異な

り，ほとんどすべての質問項目との強い関連を

示している。ここに「業況」指標のいわは

的判断項目としての性格を強〈看取できる。そ

れはそれとして，各目的変数の連関度の時間的

推移に注目すると，。からOというように連関

度の lクラス下（あるいは上）への変動はみら

れるものの，総合的には驚くほど安定しており，

変化がある場合にもそれは穏やかなものに留ま

っている。このことから，業況判断を規定する

支配的な，安定的な何らかの判断構造が形成さ

れていることを推測できるであろう。

ところで表2において，関連度の強弱のラン

クは｛丘いが，フェースシー トに相当する「四半

期分類」， 「4業種分類」， 「6地域分類」，お
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表 2 質問項目聞の関連度

目的変数
Vl・売上高 V2・I*算 V24 業況

断的］ 商問司羽 泌納 税切 断用可明 日3切 首1$~1 育相可羽 泌切

持 褒盟主リスト＼［誠髭手： 9o+J 012345 012345 012345 I 012345 012345 012345 I 012345 012345 012345 

円 四判事苦瀕 6 660ム 66 606 I 合企66 66 Aムム ｜ ムムムム ムムムム ムOムム

回 4業協瀕 ー0- 60-6 60ー｜ー0一一0ーム I 6 --6-6 -6一一

悶 6紺勝瀬 --0一一 Oム一一一0ー I --o一 一Oム一 一0ー I --o一 一一0一一－ A一一一

内 線検知め類 ムー0 ムムO ムー0 ｜ムム ム A A ム I 6 6 6 -
Vl(l）完団側排O 偶蹄鈎@Q@Q@Q)I ＠＠§＠＇＿砲＠＠§＠＇＿回 αコ阪渇 I@§@00@@9cc@③66C江わ

Vl(2) 充踊（嗣覗り ＠＠§＠＇＿謁 ＠＠§＠＇＿ぬ I＠§＠③謁＠＠§＠＇＿調。。駆沼 I@§@00@@9cc@③600翻 (j)
Vl(3）魁高悦隅Eυ ＠＠§＠＇＿鈎＠＠§＠＇＿鈎 I @09@謁＠＠§＠＇＿回 @Qcc@③ I6C@@拘 C@@③碍＠＠§＠＇＿翻

V2(l) 飯事事（桜狩り @Qcc@。＠§，＠③00@09@00I 0③'OOfOOJ @§@00@ I @§@00@ ooααα(j)ムムO③00
V2(2) 鯨倫相可制 。α(j):Q@③⑥③'OOfOOJ@Q@Q@Q)I 00錦 00 c@Q@§。 1@9cc@③@§@00@600001V 
V2(3）開制現局面υ αコ0000@Q@Q@Q) c＠調ooI @Q@Q@Q) @Q@Q@Q) I ~ C@@(j):Q@ @Q@Q@Q) 
VJ（：訪剰肖医事面的情百慨り 660666 C浴Cに丈わ 60660016606ム6A仁X§:CXX) Aム6661ぱわδAムC丈渇に丈わ δMM  
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¥15（① 外主跡事（見通υ Aムムムムム Aムムムム c@@C丈わ｜ ム 6 ムムムムムC怠庇x::oI Aムムムム Aムムムム＠§＠にu コ
将（功生霊蓋俳将司附 c@@C工p @Q@Q@Q) ム.~淘 I C@§.C丈わ @Q@Q@Q)6C丈X::OOI~泊@§@00@ ムムムC工p
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Vl5（訪初制労働糊（嗣職。 ムムα:rDα潤関 ムム∞｜ムムOム∞ムムαヌココ＆ムム60IC@@③翻@§@00@α(j):Q@ぬ
Vl5（功序醐労働時間倶jifil,) --MM一品600c@00(j)③｜ -6ムAム ムムム.OOOOcQに：＠ I~Loi§臨む＠ ©@Q@§。
Vl6 入寺崎駅、定 - M M一一色色66 一色6661--66色色一一色色60 MM I 色1§@尽にお£鐙怠怠にお~
Vl7 制樹交旋鶏昔ぬ兄 --6-6一一－6ムムムー－6ームー ｜一一ム一一一一一ムーδ一一一ム一一一｜ αααα欲コ 1'i§@§@OLoi§@ぴXコ

Vl7（功樹齢制蹴倒抑 ム ムムム ムムム ｜ A一一一－6ームムー－6-661δ@00001'i§@§@O崎臨D
Vl8 借入念（酎草枕り -6-6666666ム 6 616ムムムムム AムOムムム Aム ム｜ ααα00コα③③③ぴコα0000コ
Vl9 揚草積金~忠誠伎倒的問 ームム一一一一ムムムム一一一ム一一一 ｜ムムムムムAδMM－一企A一一一｜ δ@0000δ@00にわα00叡Xコ

間 短純資金側協凝伎（自1$~ 6 6666---6一一 16ムムムムム Aムムムム一一ムム一一一｜ ααα(j)OO必OO@CXコαα00コム

V21 長蛸金嫡λ掛 I) ム 6 ゐ ｜ ム一一一一ム一一一一一ム一一 ｜岬 翻 お 必 鴎 ∞ 崎 臨 コ コ

四倒 脚鴻入掛I) ム ム 6 I A 一一－6一一一一－6 一一 ｜縦お∞織犯∞縮努∞

四受取手野須m 6 ム ム ｜ ムム ム－6 aδ66 l6C浴@06-Cむ@066C沼@06
VM(l）業兄（酎抑J:t) @Q怠@OOc@OO(j)③ムC浴@001（③③'OO@@@Q迩©§。α~I @§@OO@@Q@Q@Q) 
VM(2）業兄倫相可制 @§@00@ @Q@Q@Q) 000000 I c@OO(j)。@§@00@00α1VOOI @§@00@ @9cc@。
問（3）業兄悦倒見通υ 66C江わどに丈迩00@Q@Q@Q) I 66C@§@ムC工渇：＠＠ c@OO(j)③ 100臨む＠＠＠§＠＇＿翻

<NOT El 記号〉

@ : AIC/NSAMP < -0. 10 0 : -0. 1005 < AIC/NSAMP ＜ー0.05 6 : -0. 0501 < AIC/NSAMP < -0. 01 

- : -0. 0100 < AIC/NSAMP < 0. 00 （空白） 0. 000 < A I C/NSAMP NSAMP：サンプノレ数

<NOTE2 各質問の回答肢〉

V!(l-3), V3(2,3). V4(2,3), V6(2,3), V7(2,3), V8(2,3), V9, VlO, Vl3(2,3), Vl4(2,3), Vl5(2,3), Vl8: I骨力H，横ばい，減少

V2（ト3）：好転，償ばい，悪化 V5 (2, 3), V21, V22 ：上昇，償ばい，低下 Vll (2, 3), V!2(2, 3）：上昇，徽ばい，下降

Vl6 過剰．適正，不足 Vl 7 実施した，実施していない Vl 7 (3) ：計画した，計画していない

Vl9, V20・困難，不変，容易 V23 ・短期化，不変，長期化 V24 （ト3) ：好転，不変，悪化

* Flは第l 第4四半期の区別を表わす。 F2 F4については表lを参照のこと。
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表 3 売上高（前年同期比）×採算（前年同期比）

好 転 横ばい悪化 NA 計

増加 8.1 

19.8 

79.3 

8.0 

35.2 

56.9 

6.8 

2.7 

6.7 

22.3 

33.5 

71.1 

15.8 

1. 5 100. 0 

2.2 100.0 

2.2 100.0 

78.3 100.0 

3.0 100.0 

横ばい

減少

NA 
計

7.0 

39.5 

よび「規模別分類」が独立（無関係）であるわ

けではない。そこで「売上高」を例に掲け、，四

半期，業種別，地域別，規模別の特徴を検討し

ておこう。なおクロス表は全期間プールしたデ

ータについて集計したものであり， 6年間の平

均的傾向と考えられる。

表 4-1, 2は「前期比」と「次期見通し」に

関する四半期別売上高の集計結果である。前期

比レベルの表では，調査時が第 1四半期と第 3

四半期のと き「増加」と答える回答企業の比率

が低下する傾向があり，逆に次期見通しレベル

の表ではその回答比率が増加する。売上高ベー

スの統計については周知のように 6月と 12月，

すなわち第 2四半期と第 4四半期に強いピーク

をもっ季節性の存在が知られている。結果はこ

のことを素直に反映している。なお掲載はして

いないが， 「前年同期比」レベルの売上高につ

いてはこのような季節性はほとんどみられない。

図 lに示したように，前年同期比レベルでは季

節的変動は僅少であり，クロス表レベルの検討

においても四半期別の差異はみられない。

表 5'6' 7には前年同期比レベルでの業種

別，地域別，規模別の売上高の分布を示 してい

る。分析期間を通して平均的にみると，業種別

には「流通 ・商業」と「サービス」業に比較し

て， 「建設業」と「製造業」で売上高の減少傾向

が顕著である。また地域別には， 「関東」，

「北陸・中部」， 「近畿」地域において顕著な減

少傾向がみられ，これらの地域に比べて「北海

道・東北」， 「中国・四国」および「九州｜・沖縄」

地域は売上高の増加傾向が強〈，この限りで比

較的業況は好調であったといえる。最後に規模

別についてみると，規模が小さい企業ほど売上

表 4一｜ 四半期別売上高（前期比）

増加横ばい減少 NA 
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計
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表 4-2 四半期別売上高（次期見通し）

第1四半期
第2四半期
第3四半期
第4四半期

計

増加横ばい

30.5 44.6 

29.0 47.9 

30.9 46.3 

22.5 44.3 

28目4 45.8 

減少 NA 計

22.6 2.2 100.0 

21.5 1.6 100.0 

21.1 1.7 100.0 

30. 7 2. 6 100. 0 

23.8 2.0 100.0 

表 5 業種別売上高（前年同期比）

増加横ばい減少 NA 計
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表 6 地域別売上高（前年同期比）

増加横ばい減少 NA

35. 2 34 . 9 28. 9 1. 0 
32. 0 30. 1 36. 6 1. 3 

32. 2 31. 2 35. 4 1. 2 

31.8 32.2 34.9 1.1 

34 . 4 34 . 5 29. 8 1. 3 
38. 2 32. 8 28. 3 0. 7 

33. 6 32. 4 32. 7 1. 3 

北海道 ・東北
関東
北陸・中音fl
近畿
中国・四国

九州・沖縄
青十

計

100.0 

100.0 
100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

表 7 規模別売上高（前年同期比）

増加横ばい減少 NA

31. 8 32 . 8 34 . 4 1. 1 

32. 5 33. 2 33. 5 0. 9 

36.2 31.4 31.3 1.1 

40.8 31.0 27.7 0.6 
33. 6 32. 4 32. 7 1. 3 

20人未満

20 50人

50 100人

100人以上

計

100.0 

100.0 

100目0
100.0 

100.0 

高「増加」という比率が低〈，逆に「減少」の

数字が上昇する。予想、に違わず規模が小さい企

業ほど事態は深刻であったことがわかる。

3 単説明変数の場合の重要度

2では質問聞の関連度をランク付けすること

によ って，いわは、変数聞の全体的な単純な相関
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表 8 主要指標別の単説明変数の重要度

RESPONSE VARIABLE NAME 売上高 1 （別期比）
)I頂イ立 90 91 92 93 94 95 
1 f采算： 1 採算 l 採 算 1 採算 1 採算 1 f采算： 1
2 業況 1 業況 1 業況 1 業況 1 業況 1 業況1
3 売上2 売上 2 売上 2 売上 2 売上 2 売上2
4 売上 3 1人売上 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上2
5 採算 2 生産 2 採算 2 業況2 業況 2 業況2
6 1人売上 2 出司苛 2 業況2 採算 2 売上 3 売上 3
7 業況 2 採算 2 1人付加 2 売上 3 採算 2 採算 2
8 生産 2 業況 2 売上3 1人イ寸力日 2 1人イサ力日 2 1人付加 2
9 出荷 2 売上 3 出荷 2 生産 2 採算 3 採算 3
10 J采算： 3 1人イ寸加 2 生産 2 採算 3 出司宵 2 生産 2

RESPONSE VARIABLE NAME 売上高 2 （前年同期比）
1 l人売上 2 出司官r2 採算 2 1人売上2 業況2 1人売上 2
2 業況2 生産 2 1人売上 2 業況 2 1人売上 2 業況 2
3 出荷 2 採算 2 出司町 2 採算 2 採算 2 採算 2
4 生産 2 1人売上 2 業況 2 1人イ寸加 2 1人イす加 2 1人イす力日 2
5 採算 2 業況2 生産 2 生産 2 売上 3 売上 3
6 1人付加 2 1人付加 2 1人付加 2 出荷 2 生産 2 生産 2
7 売上 1 売上 1 売上 1 売上 3 出荷 2 出荷 2
8 着 工工事2 着工工事 2 売上 3 売上 1 売上 1 売上 1
9 売上 3 売上3 採算 1 業況 1 業況 1 業況 1
10 採算 1 業況 1 着工 工事 2 f采算： 1 業況3 採算 3

RESPONSE VARIABLE NAME .売上高 3 （次期見通し）
1 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3
2 出司官r3 出司苛 3 業況3 業況 3 業況3 業況 3
3 生産 3 生産 3 生産 3 生産 3 売上 2 売上 2
4 業況 3 業況3 出司甘r3 出荷 3 生産 3 生産 3
5 完D二二仁尋壬3 着工工事3 売上 2 売上 2 出荷 3 出荷 3
6 売上2 売上2 着工 工事3 業況2 業況 2 業況2
7 売上 1 外注比率3 採算 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上2
8 外 注比率 3 未消工事3 売上 1 採算 2 採算 2 採算 2
9 採算 2 採算 2 所定外 3 1人付加 2 着工工事 3 1人付加12
10 j仮売単価 3 売上 1 外注 比率3 着工工事3 売上 1 売上 1

RESPONSE VARIABLE NAME：採算 1 （目リ期比）
JI頂イ立 90 91 92 93 94 95 
1 採算 2 売上 1 売上 1 売上 1 売上 1 売上 1
2 売上 1 採算 2 採算 2 採算 2 採算 2 採算 2
3 業況 1 業況 1 業況 1 業況 1 業況 1 業況 1
4 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3 採算 3
5 1人付加 2 1人付加 2 売上 2 1人付加 2 1人付加 2 1人付加 2
6 売上 2 売上 2 1人イ寸加 2 業J兄 2 業況 2 業況 2
7 業況 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上 2 1人売上 2
8 1人売上 2 業況2 業況 2 売上 2 売上 2 売上 2
9 売上 3 出荷 2 売上 3 売上 3 売上 3 売上 3
10 生産 2 生産 2 出司苛 2 業況 3 業況3 業況 3

RESPONSE VARIABLE NAME 採算 2 （前年同期比）
1 採算 1 売上 2 売上 2 売上 2 業況2 業況 2
2 売上 2 採算 1 採算 1 1人イ寸加 2 1人イ寸力日 2 1人付加 2
3 1人付加 2 1人付加 2 1人付加 2 業況 2 売上2 売上 2
4 業況 2 業況 2 採算 3 採算 1 採算 1 1人売上 2
5 採算 3 1人売上 2 業況 2 採算 3 1人売上 2 採算 3
6 1人売上 2 採算 3 1人 売上 2 1人売上 2 採算 3 f采算： 1
7 生産 2 出荷 2 出司苛 2 業況 1 業況 1 業況 1
8 出荷 2 生産 2 生産 2 生産 2 業況3 業況 3
9 売上 1 業況 1 売上 1 出荷 2 売上 3 売上 3
10 業況 1 売上 3 業況 1 売上 3 出荷 2 出荷 2

RESPONSE VARIABLE NAME 採算 3 （次期見通し）
1 売上3 売上3 売上 3 売上 3 売上 3 売上 3
2 業況3 業況3 採算 2 採算 2 採算 2 拐ミ主宰 2
3 採算 2 出 荷 3 業況 3 業J兄 3 業況 3 業況3
4 生産 3 生産 3 採算 1 採算 1 tTz算； 1 4采算 1
5 採算 1 採算 2 生 産 3 生産 3 業況 2 1人付ー加 2
6 出荷 3 採算 1 出 荷 3 業況2 1人イ寸力日 2 業況2
7 売上 2 着工工事3 売上2 1人付加 2 売上 2 1人売上2
8 宗主ユ二ヨ二尋王 3 売上2 業況2 出荷 3 1人売上 2 売上 2
9 1人イ寸力日 2 業況2 l人付加 2 1人売上2 生産 3 出羽苛 3
10 売上 1 外注比率 3 着工工事3 売上 2 出荷 3 生産 3
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RESPONSE VARIABLE NAME.業況 1 （円IJ！羽上！：；）
)I頃イ立 90 91 92 93 94 95 
1 業況 2 業況 2 業況2 業況 2 業況 2 業況2
2 売上 1 売上 1 売上 1 売上 1 売上 1 売上 1
3 採算 1 業況 3 業況3 業況3 探算 1 採算 1
4 業況 3 採算 1 採算 1 探算 1 業況 3 業況3
5 採算 2 売上2 正規従業 2 1人売上2 売上 2 1人売上 2
6 売上2 正規従業 2 正規 従業 3 正規従業 2 1人売上2 売上 2
7 1人売上2 1人売上2 1人売上 2 1人付加 2 採算 2 採算 2
8 1人イ寸力日 2 正規従業 3 JI＆売単価 3 売上 2 1人付加 2 1人付加 2
9 生産 2 採算 2 所定外 2 正規従業 3 採算 3 拐ミ主宰 3
10 見f「定外 2 販売単1illi3 借入金 1 借入金 1 売上 3 売上 3

RESPONSE VARIABLE NAME 業況 2 ゆ百年同期比）
1 売上 2 業況 1 業況 1 業況 1 売上 2 ラ宅」二2
2 1人売上 2 売上 2 売上2 売上 2 業況 1 採算 2
3 業況 1 採算 2 1人売上 2 業況 3 採算 2 1人売上2
4 採算 2 業況 3 業況3 1人売上 2 業況 3 業況 1
5 1人付加 2 1人売上 2 宇采算： 2 ナ采算： 2 1人売上 2 業況3
6 生産 2 出荷 2 1人付加 2 1人付加 2 1人付加 2 1人付加 2
7 出司苛 2 生産 2 販売単価 3 正規従業 2 採算 3 生産 2
8 業況3 1人付加 2 出荷 2 JI＆売単価 3 売上 3 採算 3
9 採算 1 JI＆；第三斗主1ilfi3 lE士見伝企業主 2 所定外 2 生産 2 売上 3
10 着工工事2 着工工事2 生産 2 生産 2 採算 1 出ヲ官J2 

RESPONSE VARIABLE NAME.業況 3 （次期見通し）
1 売上 3 売上 3 売上3 業況 2 業況2 業況 2
2 採算 3 採算 3 業況2 売上 3 売上 3 売上3
3 生産 3 業況 2 採算 3 採算 3 採算 3 f采算：3
4 出司宵 3 生産 3 業況 1 業況 l 業況 1 業況 1
5 業況 2 出荷 3 所定外 3 H反売単価 3 売上 2 採算 2
6 業況 1 業況 1 正規従業 3 正規従業3 採算 2 生産 3
7 着工工事 3 正規従業 3 生産 3 所定外 3 生産 3 1人付加 2
8 JI反売単1iUi3 所定外 3 出司甘J3 生産 3 1人売上 2 出荷 3
9 所定外 3 JI＆：売単価 3 JI反売単1~1i 3 正規従業 2 出可苛 3 売上 2
10 正規従業 3 着工工事3 正規従業2 1人売上 2 1人付加 2 1人売上 2

注） 変数名末尾に付した数字 l, 2, 3はそれぞれ「前期比」，「前年同期比」．「次期見通しJ を表わす。

構造を展望した。しかしながら売上高や業況に

対してどの変数（質問項目）が最も影響を与え

ているのか，あるいは最も有用な情報を含む説

明変数は何か，このような疑問に対する明確な

答えを表2は与えない。そこで情報量規準AIC

の観点から各目的変数の分布を予測する上で重

要な変数上位10項目を目的変数別に整理した。

それが表 8である。

注） 例えば表の第 1プロックには，売上高（前期比）

を目的変数としたときに説明変数として重要度の高

い項目を上位10位まで年次別に表示している。この

場合，どの年次においても l位は採算 1 （前期比）

であり，業況 1 （前期比）が第2位となっている。

表8から明らかなように，どの目的変数に対

しても売上高，採算，および業況に関する項目

が上位にランクされている。典型的な例を示せ

ば，採算 3 （次期見通し）を目的変数とした場

合，どの年次においても売上 3 （次期見通し），

採算 2 （前年同期比），および業況 3 （次期見

通し）が3位までを占めている。言い換えれば，

これら 3変数が採算 3 （次期見通し）と最も緊

密な関連を保持する項目といえる。同様にして，

他の目的変数に対しても，売上高，採算，業況

項目は極めて高い重要性を示している。

また各目的変数における前期比，前年同期比，

次期見通しといった判断レベルの差異も， リス

トアップされた項目に違いをもたらしている。

目的変数による違いはあるが，上位に（例えば

3位までというように）位置した項目をみると，

目的変数が前期比であれば，説明変数も前期比，

前年同期比の場合はやはり前年同期比，次期見

通しの場合は次期見通しといった同ーの判断レ

ベルでの変数が圧倒的多数を占めている。なお

説明変数の上位には，判断レベルが異なるだけ

の（目的変数と）同じ変数項目が必ず含まれて
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減少

NA  

計
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売上高（前年同期比）×業況（前年同期比）

好転 不変 悪化 NA  メロ入引ロl

63.7 25.3 7.8 3.2 100.0 

9.1 66.3 20.7 3.9 100.0 

2.3 12.8 81. 4 3.5 100.0 

25.9 28.4 24.3 21. 4 100.0 

25.4 34.5 36.3 3.8 100.0 

業況（前期比）×業況（前年周期比）

好転 不変 悪1じ NA  メ仁九3三ロ十I 

65.3 22.8 11. 7 0.2 100.0 

19.8 56.8 23.3 0.1 100.0 

5.6 14.8 79.4 0.1 100.0 

2.7 3.0 2.1 92.2 100.0 

25.4 34.5 36.3 3.8 100.0 

売上高（次期見通し）×業況（次期見通し）

好転 不変 悪化 NA  合計

59.8 30.5 6.0 3.7 100.0 

7.8 69.3 19.1 3.8 100.0 

2.1 17.6 76.5 3.9 100.0 

18.2 35.7 26.9 19.2 100.0 

21. 4 45.3 29.2 4.1 100.0 

表ID2 業況（前年同期比）×業況（次期見通し）

好転 不変 悪化 NA  合計

好転 48.6 42.8 8.1 0.5 100.0 

不変 16.7 64.9 17.8 0.6 100.0 

悪化 8.8 33.0 57.8 0.4 100.0 

NA  1. 5 1.1 0.9 96.5 100.0 

21. 4 45.3 29.2 4.1 100.0 

いる。その結果，業況3 （次期見通し）の場合，

上位にはやはり売上 3 （次期見通し），採算 3

（次期見通し）というように同一判断レベルの

変数が含まれ，それに判断レベルが異なる同じ

変数項目，業況 2 （前年同期比）が加わり，上

位グループを形成している。

さらに，各目的変数に対する説明変数の重要

度の時間的推移に注目すると，年次によって順

位の異同はあるものの， リストア ップされた説

明変数はほぼ同じ項目であり， とくに上位にい

くほど順位も安定している。表 2で捉えた 2元

クロス表レベルでの構造的安定性をここでも確

認できる。

表 8の結果を手掛かりに，業況判断（前年同

期比および次期見通し〉に関する 2次元クロス

表レベルでの規定関係の様相を具体的に検討し

ておこ ＂） 0 

表 91, 2はそれぞれ，業況（前年同期比）

と，売上高（前年同期比）および業況（前期比）

とのクロス表（全期間平均）である。いずれも

業況に対して重要度の高い変数である。売上高

（前年同期比）が「増力ししたという企業のう

ち6割強の企業は業況（前年同期比）も「好

転」したと回答したのに対し，売上高が「減

少」したという企業については 8割が業況も

「悪化」したと回答している（表 91）。同様

にしてはぼ同じ割合で，前期比レベルで業況が

「好転」したという企業は前年同期比レベルで

の判断でも「好転」を，逆に「悪イ七」したとい

う企業は「悪イ七」を選択回答している（表92）。

それでは次期見通しに対する企業の業況判断

についてはどうであろうか。表 10l, 2はそ

れぞれ売上高（次期見通し）および業況判断

（前年同期比）と業況（次期見通し）とのクロ

ス表（全期間平均）である。売上高が次期見通

しにおいて「増加」するという企業の 6割が業

況も「好転」すると判断し，逆に「減少」する

という見通しをもっ企業のうち 7割強のものが

業況は「悪化」するという見通しを立てている

（表 101）。また業況の前年同期比での判断と

その次期見通しとの関係については，前年同期

比レベルの業況が「好転」したという企業では

5割近くのものが次期見通しも 「好転」と考え，

逆に「悪化」という判断が次期見通しにおいて

も「悪化」につながるものは 6割近くに上る。

2次元クロス表という単純に説明変数を 1っ

として考えた場合ではあるが，業況判断の回答

には，売上高の「増加」， 「減少」に関する認

識や見通しが，あるいは異なる判断レベルでの

業況判断がそのままストレートに反映されてい

る。それではこのような規定関係は説明変数を

多変数に拡張した場合にも妥当するであろうか。

4 業況判断の規定要因

プログラムCATDAP-02は指定した目的変
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表｜｜ 説明変数の最適セッ卜
売上高

前期比 前年同期比 次期見通し

年四半嫉 l期 2期 3期 4期 I）切 2期 3期 4期 I）草］ 2期 3）切 4)¥1) 

90 主｜探算1
業探算況lI 保業算況lI 

業況l l人売上2I人売上2I人売上2I人売上2採算3 係算3 採算3 保算3

面l売上2 売上2 採算2 出荷2 1*算2 採算2 出荷3 出荷3 生産3 生産3

91 
主国1：傑売上算2I 

採算1 採算l 係算l 生産2
保出募荷22 

出荷2 出荷2 生産3 採算3 採算3 係算3

売上2 売上2 売上2 採算2 係算2 探算2 保算3 生産3 出荷3 出荷3

92 主｜保算1 際算l t示界l 保鼻l 出荷2 出荷2 係算2 採算2 保算3 係算3 採算3 採算3
副売上2 業況l 業況l 売上2 探算2 保算2 l人売上2I人売上2出荷3 生産3 業況3 生産3

93 主係算1 保算1 保算l 業況l l人売上2I人売上2I人売上2業況2 1*算3 採算3 保算3 採算3
副業況l 業況l 業況l 採算l 保算2 業況2 業況2 l人売上2出荷3 業況3 売上2 売上2

94 主業況l 業況l 業況I 線第l 業況2 業況2 業況2 l人売上2採算3 採算3 採算3 係算3

自lt采算1 採算I 採算l 業況l l人売上2I人売上2I人売上2業況2 業況3 売上2 業況3 売上2
95 主探算l 採算l 僚主事l 保算l 1人売上2業況2 I人売上2I人売上2採算3 採算3 保算3 採算3

函l売上2 業況l 業況I 業況l 業況2
守合き，，，.

年 四半期 I)初
前期2期比

3)¥11 4期 I）羽
90 主売上l 探算2 採算2 係算2 売上2

母l採算2 売上l 売上l 売上I 1*算l
91 主主早算2 売上l 売上l 売上l 1*算l

届l）売上1 採算2 採算2 保算2 売上2
92 主売上l 売上l 売上l 売上l 売上2

ii)) 採算2 採算2 採算2 係算2 係算l
93 主売上l 売上l 売上l

採売算上2I 
売上2

回l採算2 採算2 採算2 保算l
94 主売上l 売上l 係算2 係算2 売上2

高•I 採算2 探算2 売上l 売上I 採算l
95 主売上i 売上l 売上l 採算2 業況2

副採算2 採算2 係算2 売上l 採算l
業況

前期比
年四半；p I)羽 2期 3期 4）朗 I）切
90 主業況2 売上l 売上l 業況2 売上2

自l売上1 業況2 業況2 売上l 業況l
91 主業況2 業況2 業況2 業況2 業況l

函l売上l 売上l 売上l 売上l 売上2
92 主業況2 業況2 業況2 業況2 業況l

ii)J売上1 売上l 売上l 売上l 売上2
93 主業況2 業況2 業況2 業況2 業況l

画l売上l 売上l 売上l 売上l 売上2
94 主業況2 業況2 売上l 業況2 業況l

国l売上l 売上l 業況2 売上l 売上2
95 主業況2 売上l 業況2 業況2 売上2

自l売上l 業況2 売上l 売上l 業況l

注） 変数名末尾の数字は表8に準ずる。

数に対して最適な説明変数の組み合わせを探索

する。ここではCATDAP02によ って売上高，

採算，および業況を目的変数としたときの最適

な説明変数の組み合わせを推定し，業況判断の

規定要因を検討する。

表 11は， CATDAP02の出力結果を整理し

たものである。最上段には目的変数が 「売上

高」のときの最適な説明変数の組み合わせが表

示されている。左手から第 1ブロックには「前

期比」，第 2ブロックには「前年同期比J，第 3

ブロックには「次期見通し」の結果を掲示した。

これまでとは異なり，データを年次でプールせ

ずに， 90年第 1四半期から95年第 4四半期まで

1人売上2業況2 業況2 売上2 売上2 売上2 売上2

前年同期比 次期見通し
2)¥11 3期 4期 I）切 2期 3）草l 4期

採算l l人付加2I人付加2売上3 売上3 売上3 売上3
売上2 保算l 保算3 採算2 1*算2 採算2 探算2
売上2 売上2 売上2 売上3 売上3 売上3 売上3
係算l 係算l 採算l 係算2 採算2 採算2 探算2
売上2 売上2 売上2 売上3 売上3 売上3 売上3
採算1 係算l 係算l 係算2 係算2 採算2 採算2
保算I 業況2

保業算況21 
売上3 売上3 売上3 売上3

売上2 保算l 探算2 採算2 採算2 採算2
業況2 l人付加2I人付加2売上3 売上3 売上3 売上3
探算l 採算l 採算l 係算2 採算2 採算2 1*算2
売上2 l人付加2係算I 売上3 売上3 売上3 売上3
採算l 売上2 売上2 採算2 続：算2 採算2 採算2

前年同期比 次期l見通し
2期

売上2
業況I
業況l
売上2
売上2
業況i

売上2
業況l
売上2
業況l
売上2
業況l

3)¥11 4期 l)IJJ 2期 3!¥11 4期
売上2 売上2 売上3 売上3 売上3 業況2
業況l 業況l 業況2 業況2 業況2 売上3
業況l 業況l 売上3 売上3 売上3 売上3
売上2 売上2 業i兄l 業況2 業況l 業況2
業況l 業況1 業況2 売上3 売上3 売上3
売上2 売上2 売上3 業況2 業況2 業況1
売上2 売上2 業況2 業I兄2 業況2 業況2
業況l 業況l 売上3 売上3 売上3 売上3
売上2 業況l 業況2 業況2 売上3 業1兄2
業況i 売上2 売上3 売上3 業I兄2 売上3
売上2 売上2 売上3 売上3 業i兄2 業況2
業況I 業況l 業況2 業況2 売上3 売上3

の24四半期について各期毎に最適な変数セット

を表示した。同様にして，表の中段には目的変

数を「採算」とした場合の最適な変数セットが，

最下段には「業況」の場合のそれが整理されて

いる。したがって例えば， 90年第 3四半期にお

ける次期見通しレベルの「業況」判断に関する

最適な説明変数のセットは，最下段の左から 3

番目のブロックの該当箇所に与えられている。

この場合， 「売上高3（次期見通し）」と「業況

2 （前年同期比）」の組み合わせが最適である

ことカぎわかる。

各目的変数に対して，表 2にリストした説明

変数の候補（「四半期分類」を除く 45変数）か
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ら最適な組み合わせを探索した。結果的には対

象としたすべての目的変数に対して次数 2，す

なわち説明変数を2っとする組み合わせが選ば

れることとなった。 3変数以上の組み合わせは，

情報量規準AICの観点からみる限り最適セット

としては選択されない。

売上高， とくに「前年同期比」レベルのそれ

を除けば，各目的変数に対する最適な変数の組

み合わせは，年次や四半期といった時間的要因

に依存せず，傾向的には閉じ変数セットが選ば

れている。業況についてみれば，説明変数の最

適セットは時間に関わらず不変であり，どちら

を主変数あるいは副変数にするかという表示法

の違いにすぎない。すなわち業況（前年同期

比）に関しては，売上2 （前年同期比）と業況

1 （前期比）の組み合わせが，業況（次期見通

し）については売上 3 （次期見通し）と業況2

（前年同期比）のそれが全期間にわたって最適

と推定されている。この意味で最適変数セット

という側面での規定要因が存在し， しかも時間

的に安定していることを確認できる。川

ところで理論的には，売上高は需要サイドの

事情で決まる外生的変数であり，考察中の変数

のなかでは独立変数として位置づけられる。そ

して採算は定義から売上高に規定され，さらに

業況は，売上高と採算状況を主因としつつ規定

されると考えるのが自然といえる。 12）このよう

な理論制約が正しいとすれば，本表の結果から

業況判断の構造を推察できる。

前章と同様に業況（前年同期比および次期見

通し）を考えよう。前年同期比レベルでの業況

の推移については，まず主として前年同期比レ

ベルでの売上高の状況をみながら，かつ業況の

前期からの変化を参考にして業況判断が行われ

る。他方において，次期見通しについては，次

期の売上高見通しを基礎に，前年同期比レベル

で‘の業況判断を参考にして，業況見通しを立て

る。表 11からこのような判断形式が想定でき

る。なお前期比および前年同期比レベルの業況

判断は，それぞれ対応する前期比および前年同

期比レベルの売上高と深〈関係している点を指

摘しておこう。

表2で検討したように，実｜療の業況判断はさ

まざまな要因を考慮、した総括として現れてくる

のであろうが，ここで提示したモテソレはこのこ

とを否定するものではない。それは，判断に利

用される情報の多くが，DOR調査票の質問項

目の上では，上述の 2つの項目に集約されてお

り，統計的にはこのような判断形式と同等であ

ることを教えているにすぎない。クロスセクシ

ョナルな分析において，与えられた質問項目の

範囲内では，これが業況判断の定性的な論理構

造であると同定できる。

最後にこのような業況判断の構造を，全期間

プールデータから構成したクロス表として具体

的にみておくことにしよう 。表 12-1, 2には前

年同期比および次期見通しレベルで、の業況判断

の分布を 3次元分割表として与えている。

2つの表から，説明変数である売上高が「減

少」から「増加」方向に移れば，目的変数であ

る業況の「好転」という比率が増加し，逆に

「増力日」から「減少」の方向に転じれば 「悪

化」という 比率が増加する様子がわかる。しか

も売上高の「増加」， 「横ばい」および「減少」

といった各カテゴリーの内部においても，副変

数である業況が「悪化」から「好転」の方に転

じると，目的変数は「好転」の比率が増え「悪

化」のそれが減少するという顕著な特徴が看取

できる。その結果，前年同期比レベルの業況判

断については，売上高（前年同期比）が「増

加」し，業況 （前期比）が 「好転」したという

企業のうち， 9害ljが 「好転」と判断し，逆に，

売上が「減少」し業況（前期比）も「悪化」と

いう企業ではほとんどすべて（95%）が「悪

化」したと回答している （表 12-1）。同様に，

次期見通しについても，売上高（次期見通υ
が「増加」し業況（前年同期比）が「好転」と

いう企業では，業況「好転」の比率は75%，対

極的な「減少」し「悪化」したという企業では

86%が「悪化」とみている（表 12-2）。いずれ
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表12-1

売上

売上高（前年同期比）＆業況（前期比）×業況（前年同期比）

（前同）

増加

増加

増加

横ばい

横ばい

横ばい

減少

減少

減少

業況

（前期）

好転

不変

悪化

好転

不変

悪化

好転

不変

悪化

好転

89.1 

48.4 

37.9 

26.6 

7.2 

2.8 

11.3 

3.4 

0.4 

業況（前年同期比）

不変 悪化 NA 合計

9.1 1.6 0.2 100.0 

45.4 6.1 0.1 100.0 

20.0 41. 8 0.2 100.0 

66.1 7.4 0.0 100目。
79.3 13.5 0.0 100.0 

41. 2 55.9 0.1 100.0 

17.4 71. 0 0.3 100.0 

29.1 67.4 0.1 100.0 

4.3 95.2 0.1 100.0 

表122 売上高（次期見通し）＆業況（前年同期比）×業況（次期見通し）

売上
（次期）

増加

増加

増加

横ばい

横ばい
横ばい

減少

減少

減少

業況

（前同） 好転

好転 74.9 

不変 48.6 

悪化 48.3 

好転 17.6 

不変 6.4 

悪化 4.2 

好転 8.9 

不変 2.0 

悪化 1. 3 

にしても，表 9' 10と比較すれば明らかなよう

に， 目的変数となった業況判断の回答分布の識

別力は飛躍的に向上している。

5 結びにかえて

一業況判断と景気ファクタ一一

以上，プログラムCATDAPによる解析結果

を中心に， DOR景況調査における業況判断の

特性を検討してきた。これまで明らかになった

論点を整理するとともに，若干の問題提起を行

い，本稿の結びとしたい。

業況判断の特質を検討するため，われわれは

「業況」に加え， 「売上高」および「採算」を

目的変数に加え，併行して吟味してきた。まず

単純な質問聞の連関表（表 2）からは，目的変

数に対する質問聞の関連度についてパターンが

時間的に安定していること，そして「業況」に

関してはすべての他の質問項目と強い連関を示

していることから，総括指標としての性格を堅

業況 （次期見通し）

不変 悪化 NA 合計

23.3 1. 3 0.4 100.0 

46.2 4.7 0.5 100.0 

28.7 22.7 0.3 100.0 

75.4 6.5 0.5 100.0 

80.8 12.2 0.5 100.0 

57.2 38.2 0.3 100.0 

29.5 61.1 0.4 100.0 

33.1 64.4 0.6 100.0 

12.3 86.1 0.4 100.0 

持していることを確認した。さ らに質問項目の

重要度（表 8）という点で各目的変数に対して

高い順位にランクされた変数群をみると，ほと

んど大きな入替りはない。重要度に関しでも安

定した構造を想定できる。さらに説明変数を 1

変数から多変数に拡張し最適な変数の組み合わ

せ（表 11）を求めてみると， とりわけ「業況」

判断に関してはその組み合わせは時間的に不変

であり， 「売上高」と（判断レベルを異にす

る） 「業況」の 2項目によってほほ、規定されて

いることがわかった。

総合的にみれば， DOR景況調査における業

表13 業況判断の時間的推移（%）

業況（前年同期比）

1990 1992 1995 

好転悪化 好転悪化 好転悪化

売 増加 68.6 4.4 47目 7 18.0 72.7 4.7 

上 横ばい 10.8 9.9 6.6 35.0 10.0 15.0 

晶 減少 3.8 69.2 0.8 87.6 2.8 77.3 
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売上高と業況判断の関係（%）

況判断の形式には，極めて安定的な構造が形成

されており，それは理論的にも整合的な性質を

有しているといえる。業況判断はそのような構

造を背負った総括指標であると統計的には特徴

づけられる。この意味で「主観的」な判断なが

ら，それを「恋意的」と排除することは性急に

すぎるであろう。むしろこのような判断構造の

客観的（統計的）安定性にこそ着目すべきでは

なかろうか。

ところで，ここでの安定性とは規定要因が共

通であるといういわば定性的側面での特質であ

る。業況判断に対する規定要因の作用の方向や

強弱といった定量的側面については，表 12に

おけるように全期間（プー リング ・データの）

平均という形でしか提示していない。最後にこ

の点に若干の検討を加えておこう 。

表 13は90年， 92年，95年 における売上高

（前年同期比）と業況（前年同期比）とのクロ

ス表から，業況が「好転」，あるいは「悪化」

したという回答比率だけに着目して整理したも

のである。本来であれは、，表 12-1に対応する

最適なクロス表について検討すべきであるが，

論点を明確にするため説明変数として主変数部

分だけを取り上げた。なお前出表 91は本表の

全期間平均値を与えている。

90年においては売上高が「増加」という回答

中7割が業況も「好転」と答え，逆に「減少」

とした企業ではやはり 7割が業況 「悪化」と答

えている。95年についても，回答比率の水準が

7割強から 8割近くで推移していることを除け

は＼ 基本的傾向は90年と同じである。明らかに

これらと異なるのは， 92年であり，売上高が

「増力日」であるのに業況は「好転」という企業

比率は 5割以下に落ち込み，他方売上高「減

少」の場合は 9割近くが業況も「悪化」と回答

している。92年がパブール崩壊後の深刻な景気局

面であることを考えれば，このような回答傾向

は，売上高の増減にかかわらず，業況判断とし

ては景気ファクターに引き寄せられた形で業況

「悪化」という判断にシフ トしていくことを現

わしている。図2は同じ回答比率の推移を四半

期ベースでグラフ化したものであり，このよう
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な回答比率の顕著なシフトを浮き彫りにしてい

る。

景気ファクターに起因すると思われる業況判

断における回答比率のこの種のシフトは，実は

副変数である業況（前期比）項目を導入するこ

とで大幅に減少することを確認している。しか

しそれでもまだ同種の回答比率のシフトが存在

する。いずれにせよ，規定要因の定量的側面に

おいては景気局面と密接に関連した変動がみら

れる。その解明には，景気ファクターを明示的

に取り入れた新たな分析が必要であろう。しか

しそれは稿を改めて論じることとしたい。

注） 本稿は1995年度文部省科学研究費補助金（一般研

究Blによる成果の一部である。

1 ) 中小企業業況統計の強制ii状況については御園［5]

参照。

2) 代表的な景気指標である経済企画庁の景気動向指

数において， 「中小企業業況判断来期見通し」中小企

業動向制査報告（中小企業金融公庫）は先行系列，

「中小企業売上高（製造業，出荷ベース）」中小企業

調査月報（中小企業庁）は一致系列として位置づけら

れている。

3) 中小企業ゆえの回答の正確性についても一般調査

論上の問題として指摘される。

4) DOR景況調査のDI値の性格については菊池［l]

を参照。

5) CATDAPを用いた同種の分析としては市民の景

気感に関する坂元［2］の研究がある。

6) DOR景況調査の個粟データの利用を快諾された

「中小企業家同友会」関係者の方に紙面をかりで改め

て感謝したい。

7) 調査開始以来，質問項目の追加，削除，変更など

行われているが，取り上げたものはこのうち全期間共

通して設けられている47項目（基本属性含む）であ

る（表2の変数リスト参！問。

8) DOR調査て’は継続的に協力している一定数の企業

が存在する。プーリング・データを利用する｜祭にはそ

れらの企業ウェイトが高まることに注意しなければな

らない。

9) 情報量規準AICおよびプロ グラムCATDAPにつ

いては文献［3]' [ 4］参照。DOR調査はサンプリン

グ調査ではなししたがって本稿での解析は，特定の

母集団構造を推定しているのではなく，データ構造の

要約 ・記述を目的としている。

10) 一般に意識調査においては隣接する質問問に極め

て強い関連が現れる。リストに掲げた変数リストはほ

ぼ質問順に配置しており，この意味で「売上高」，

「採算」 ，「業況」内部での判断レベルが異なる項目

問の連関の強さには，このような質問文の配列という

意識調査固有の要因も影響している。

11) 実際には，売上高についても，最適 (1位）なも

のだけでなく， 2位以下も含めた変数セ y トの上位グ

ループの内容をみると，順位の異動はあるが，上位グ

ループを形成する変数セ y トはほとんど同じである。

この意味では売上高，採算，業況をすべてにわたって

規定要悶の 弱い意味での一安定性が確認できる。

12) 売上高については因果関係としては奇異にみえる

説明変数のセットが推定されており， l時間的にも不安

定な側面が強い。これは実は，売上高を目的変数とし

たために，独立変数である売上高がその時々に強〈影

響している変数鮮が，見かけ上説明変数としてリスト

アγプされたためであると考えられる。
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